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○八王子市指定障害福祉サービス事業者等の指定等に関する規則 

平成２４年３月３０日 

規則第２５号 

 改正 平成２５年３月２９日規則第２２号 

（題名改称） 

平成２６年３月３１日規則第１６号 

 平成２７年２月２０日規則第６号 

（題名改称） 

平成３１年３月２９日規則第３４号 

 令和元年５月２９日規則第３号  

（趣旨） 

第１条 この規則は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「法」という。）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「省

令」という。）、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）、児童福祉法施行令（昭和２

３年政令第７４号）及び児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）に定めるも

ののほか、指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設、指定一般相談支援事業者、

指定特定相談支援事業者、指定障害児通所支援事業者及び指定障害児相談支援事業者（以

下これらを「指定障害福祉サービス事業者等」という。）の指定、指定の更新、指定の変

更その他の手続（以下「指定等」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（指定の申請等） 

第２条 法第３６条第１項若しくは第３８条第１項（法第４１条第４項において準用する場

合を含む。）、法第５１条の１９第１項若しくは第５１条の２０第１項（法第５１条の２

１第２項において準用する場合を含む。）又は児童福祉法第２１条の５の１５第１項（同

法第２１条の５の１６第４項において準用する場合を含む。）若しくは第２４条の２８第

１項（同法第２４条の２９第４項において準用する場合を含む。）の規定による指定又は

指定の更新の申請は、指定障害福祉サービス事業者・指定障害者支援施設・指定一般相談

支援事業者・指定特定相談支援事業者・指定障害児通所支援事業者・指定障害児相談支援

事業者指定（更新）申請書（第１号様式）によるものとする。 

２ 市長は、前項の申請があった場合において、指定若しくは指定の更新又は申請の却下の

決定をしたときは、書面により、申請者に通知するものとする。 

３ 法第３６条第１項、法第３８条第１項、法第５１条の１９第１項若しくは法第５１条の



2/11 

２０第１項若しくは児童福祉法第２１条の５の１５第１項若しくは第２４条の２８第１

項の規定による指定又は法第４１条第１項若しくは法第５１条の２１第１項若しくは児

童福祉法第２１条の５の１６第１項若しくは第２４条の２９第１項の規定による指定の

更新を受けた者は、その旨を当該指定又は指定の更新に係る事業所又は施設の見やすい場

所に標示しなければならない。 

（指定の変更の申請） 

第３条 法第３７条第１項若しくは第３９条第１項又は児童福祉法第２１条の５の２０第

１項の規定による指定の変更の申請は、書面により行わなければならない。 

（変更の届出等） 

第４条 法第４６条第１項若しくは第３項、法第５１条の２５第１項若しくは第３項又は児

童福祉法第２１条の５の２０第３項若しくは第２４条の３２第１項の規定による届出は、

省令第３４条の２３第１項、省令第３４条の２６、省令第３４条の５８第１項若しくは省

令第３４条の６０第１項又は児童福祉法施行規則第１８条の３５第１項若しくは第２５

条の２６の７第１項に掲げる事項の変更に係るものにあっては変更届出書（第２号様式）

により、事業の再開に係るものにあっては再開届出書（第３号様式）により、それぞれ行

うものとする。 

２ 法第４６条第２項、法第５１条の２５第２項若しくは第４項又は児童福祉法第２１条の

５の２０第４項若しくは第２４条の３２第２項の規定による届出は、廃止・休止届出書（第

４号様式）によるものとする。 

（指定の辞退） 

第５条 法第４７条の規定により指定の辞退をしようとする者は、指定辞退届出書（第５号

様式）を市長に届け出なければならない。 

（指定の取消し等） 

第６条 市長は、法第５０条第１項（同条第３項において準用する場合を含む。）、法第５

１条の２９第１項若しくは第２項又は児童福祉法第２１条の５の２４若しくは第２４条

の３６の規定による指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止の決定をし

たときは、書面により、当該者に通知するものとする。 

（公示） 

第７条 法第５１条若しくは第５１条の３０又は児童福祉法第２１条の５の２５若しくは

第２４条の３７の規定による公示は、次に掲げる事項について行うものとする。 

(１) 申請者又は施設の設置者の名称 
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(２) 指定等に係る事業所又は施設の名称及び所在地 

(３) 指定等の年月日 

(４) 指定等に係るサービス又は相談支援の種類 

(５) 事業の主たる対象者 

(６) 事業所番号 

(７) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 市長は、指定等に係る事業所又は施設の利用者に支障があると認めるときは、前項第２

号に規定する所在地の全部又は一部を公示しないものとする。 

（業務管理体制の整備に関する事項の届出） 

第８条 法第５１条の２第２項第３号若しくは第５１条の３１第２項第２号若しくは第４

号若しくは児童福祉法第２１条の５の２６第２項第３号若しくは第２４条の３８第２項

第２号の規定による届出又は法第５１条の２第４項若しくは第５１条の３１第４項若し

くは児童福祉法第２１条の５の２６第４項若しくは第２４条の３８第４項の規定による

区分の変更の届出は、書面により行わなければならない。 

２ 法第５１条の２第３項若しくは第５１条の３１第３項又は児童福祉法第２１条の５の

２６第３項若しくは第２４条の３８第３項の規定による届出事項の変更の届出は、書面に

より行わなければならない。 

（東京都等への情報提供） 

第９条 市長は、指定障害福祉サービス事業者等に関する情報のうち、第７条第１項各号に

掲げる事項その他市長が必要と認める事項について、東京都、他の地方公共団体その他関

係機関に対し情報を提供することができる。 

（委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、指定障害福祉サービス事業者等の指定等に関し必

要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

（施行のために必要な準備） 

２ 市長は、この規則の施行日前においても、指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談

支援事業者の指定等に関し必要な業務を行うことができる。 

附 則（平成２５年３月２９日規則第２２号） 
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この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３１日規則第１６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年２月２０日規則第６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の八王子市障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく指定特定相談支援事業者の指定等及び児童福祉

法に基づく指定障害児相談支援事業者の指定等に関する規則の様式による用紙で、現に残

存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（平成３１年３月２９日規則第３４号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年５月２９日規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の八王子市指定障害福祉サービス事業者等

の指定等に関する規則の様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、な

お使用することができる。 
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第１号様式（第２条関係） 

第２号様式（第４条関係） 

第３号様式（第４条関係） 

第４号様式（第４条関係） 

第５号様式（第５条関係） 

 


